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2023 年 8 月 25 日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

敦賀廃止措置実証部門 

新型転換炉原型炉ふげん 

新型転換炉原型炉ふげん使用済燃料の処分の方法に係る 

原子炉設置変更許可申請について 

1． 経緯

新型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」という。）の原子炉設置許可申請書に

おける「8.使用済燃料の処分の方法」は、当初、使用済燃料は日本原子力研究開

発機構（以下「原子力機構」という。）の再処理施設にて行うこととなっていた※1。しか

し、原子力機構は「日本原子力研究開発機構改革報告書」（2014 年 9 月 30 日）に

おいて「東海再処理施設については、使用済燃料のせん断、溶解等を行う一部の施

設の使用を取りやめ、次期中期目標期間（2015 年度～）中に廃止措置計画を申請

する方向で検討を進める」※2とし、2017 年 6 月 30 日に東海再処理施設の廃止措置

計画認可申請を行い、2018 年 6 月 13 日に認可を受けたこと※3により、ふげんの原

子炉設置許可申請書にある使用済燃料の処分の方法が事実上不可能となった。  

原子力機構は仏国オラノ・リサイクル社と、ふげんの使用済燃料の再処理を同社

に委託する協議を進め、2018 年 2 月 28 日に、ふげんの原子炉設置許可申請書の

「8.使用済燃料の処分の方法」を「国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協

力のための協定を締結している国の再処理事業者において全量再処理を行う」とす

る原子炉設置変更許可申請を行った※1。  

本設置変更許可申請に関し、原子力規制委員会が原子力委員会へ「核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」による許可の基準の適用につい

て意見聴取を行った際、2018 年 4 月 11 日の原子力委員会において、再処理の結

果として回収されるプルトニウムが平和の目的以外に使われることがないことの確

認について言及があった※4。 

原子力機構は、2018 年 4 月 25 日に上記の原子炉設置変更許可を取得し、その

後、ふげんの使用済燃料の再処理により得られるプルトニウム（以下「回収プルトニ

ウム」という。）は、「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」（2018年 7

月 31 日原子力委員会決定）※5に基づき、我が国のプルトニウム保有量が現在の水

準を超えることがないよう、オラノ・リサイクル社に譲渡することとし、ふげんの使用済

燃料の再処理に関する原子力機構とオラノ・リサイクル社との間の「基本枠組契約」

を 2022 年 3 月 31 日※6 に、原子力機構の使用済燃料の輸送及び再処理に関する

原子力機構とオラノ・リサイクル社間の「履行契約」を 2022 年 6 月 24 日に締結※7し

た。 

一方、2022 年 6 月 15 日に、日本政府とフランス共和国との間の使用済燃料の輸

送及び再処理、放射性物質の返還等に関する書簡の交換が行われた※8。 

今般、ふげんの回収プルトニウムをオラノ・リサイクル社に譲渡するため、2023 年
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7 月 28 日にふげんの原子炉設置変更許可申請を行った※9。 

2． 原子炉設置変更許可申請の内容 

原子炉設置許可申請書の「8.使用済燃料の処分の方法」の記載を次のとおり変

更する。下線部追記箇所。 

使用済燃料は，国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協

定を締結している国の再処理事業者において全量再処理を行う。 

国外において再処理を行う場合，再処理により回収される核燃料物質は，我が国

と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の許可を有する

原子力事業者に平和利用の目的のみに譲り渡す。また，再処理により発生した放

射性廃棄物は国内に持ち帰る※9。 

3. 廃止措置計画の変更の必要性について

現行の廃止措置計画は、「8.3 核燃料物質の措置」に記載のとおり、「使用済燃料

は、国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している

国の再処理事業者に全量を譲り渡す。」※10としている。 

上記のとおり、原子炉設置変更許可申請書の内容は、既に廃止措置計画に記載

されており、廃止措置計画の変更は不要と考える。 

※の記載については、以下の文書より引用している。引用した文書は別添に示す。

※1：別添①_原子炉設置変更許可のこれまでの経緯

※2：別添②_原子力機構改革報告書

※3：別添③_東海再処理施設廃止措置計画認可（2018 年 6 月 13 日）

※4：別添④_第 14 回原子力委員会議事録（2018 年 4 月 11 日）

※5：別添⑤_プルトニウム利用の基本的な考え方（2018 年 7 月 31 日原子力委

員会決定） 

※6：別添⑥_基本枠組契約 GFA

※7：別添⑦_履行契約 IC2

※8：別添⑧_日仏間交換公文（官報）IGA

※9：別添⑨_新型転換炉原型炉施設 原子炉設置変更許可申請書

※10：別添⑩_新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画

以 上 



ふげん原子炉設置許可の「8.使用済燃料の処分の方法」に係る
これまでの変更経緯 

昭和45年11月30日
許可時

平成30年4月25日
変更許可時

令和5年7月28日
変更許可申請時

使用済燃料は，当事業団
再処理施設にて再処理を
行なう。

使用済燃料は，国内又は我が国と
原子力の平和利用に関する協力の
ための協定を締結している国の再
処理事業者において全量再処理を
行う。 

使用済燃料は，国内又は我が国と
原子力の平和利用に関する協力の
ための協定を締結している国の再
処理事業者において全量再処理を
行う。 

国外において再処理を行う場合，
再処理により回収される核燃料物
質は，我が国と原子力の平和利用
に関する協力のための協定を締結
している国の許可を有する原子力
事業者に平和利用の目的のみに
譲り渡す。また，再処理により発生
した放射性廃棄物は国内に持ち帰
る。 

別添①_原子炉設置変更許可のこれまでの経緯



日本原子力研究開発機構改革報告書

-----集中改革の成果と今後の対応----- 

平成 26年 9 月 30 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構

別添②_原子力機構改革報告書



３．事業の重点化・合理化 

○ 我が国唯一の原子力に関する総合的研究開発機関として、自らの使命を再

確認し、その責任を果たすべく、環境回復及び廃炉事業に関する東電福島

原発事故への対応について、原子力機構内の関連部署を結集して組織体制

を再編・拡充し、最優先で取り組んでいる。また、「もんじゅ」について

は、人的・予算的経営資源を優先的に投入し、事業の重点化を図った。 

○ 一方、事業の合理化については、次のとおり対応を進めた。 

○ 核融合研究開発及び量子ビーム応用研究の一部について、文部科学省の方

針を踏まえ、他法人へ移管する方向で調整を進める。これによって原子力

機構の事業範囲は相当程度合理化され、核分裂エネルギー関連分野へ重点

化されることとなる。 

○ 再処理技術開発に関しては、核燃料サイクルの推進を基本的方針としてい

る「エネルギー基本計画」に基づき、六ヶ所再処理工場への技術支援、再

処理に係る高度化開発、基礎・基盤技術開発を継続・推進する。 
東海再処理施設については、使用済燃料のせん断、溶解等を行う一部の

施設の使用を取りやめ、次期中期目標期間（平成２７年度～）中に廃止措

置計画を申請する方向で検討を進め、再処理施設等の廃止措置体系の確立

に向けた技術開発に着手する。また、これと並行して施設のリスクを低減

させる活動として、高レベル放射性廃液のガラス固化処理等、施設内に保

有している放射性廃棄物への対策を進める。残るふげん使用済燃料等は、

少量かつ軽水炉とは異なる特別な炉型のものであることから、これらの処

理については海外委託の可能性を視野に諸課題の解決を図っていく。 
リサイクル機器試験施設（ＲＥＴＦ）については、当面、ガラス固化体

を最終処分場に輸送するための容器に詰める施設としての活用を図るこ

ととし、具体的検討を進める。 
○ 深地層の研究施設での研究開発（地下研事業）については、瑞浪及び幌延

それぞれにおける調査研究の成果を前倒して取りまとめ、必須の課題に絞

り込むとともに、瑞浪では、必須の課題は、現在掘削が終了している深度

５００ｍまでの研究坑道で実施できることを確認し、事業の合理化の方向

性を得ることができた。 

○ 高速炉サイクルの研究開発については、「もんじゅ」の自立した運転管理

体制の確立及び運転再開への取組を最優先することとし、並行して進めて

いる「もんじゅ」後の実用化に向けた研究開発は安全強化及び廃棄物減

容・有害度低減に係る研究開発に重点化して国際協力の積極的活用により

合理化・効率化を図っていく。今後も「もんじゅ」の進展や状況に応じて

高速炉研究開発部門内の経営資源（予算・人員）を「もんじゅ」に集中投
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別添③_東海再処理施設廃止措置計画認可証



第1 4 回原子力委員会定例会議議事録

1. 日 時 平成30年 4月 11日（水） 13:30~15:00

2. 場 所 中央合同庁舎第8号館5階共用C会議室

3. 出席者 内閣府原子力委員会

4. 議 題

岡委員長、 佐野委員

内閣府原子力政策担当室

林参事官、 島上参事官、 川渕企画官

原子力規制庁

丸山安全規制調整官、 後藤安全審査官

日本原子力研究開発機構

三浦理事、 坂場戦略・計画室次長

電気事業連合会

横尾原子力部部長、 宮本副長

日本電機工業会

多田原子力部長

(1) 日本原子力研究開発機構新型転換炉施設原子炉設置変更許可について（諮問） （原子

力規制庁）

(2) 「原子力利用に関する基本的考え方」のフォロ ー アップ

・産業界、 研究機関、 学協会等の連携による3つのプラットフォー ムの立ち上げにつ

いて（日本原子力研究開発機構、 電気事業連合会、 日本電機工業会）

(3) 使用済燃料再処理機構の使用済燃料再処理等実施中期計画の変更に対する意見につい

て（見解）

(4) その他

5. 配布資料

別添④_第14回原子力委員会議事録





幾つか質問ですけれども、 1つは、 申請書上は、 再処理を行う、 国内か、 あるいは我が国

が原子力協定を終結している国で再処理を行うということになっているのですけれども、 そ

の結果として回収されるプルトニウムの扱いについては触れていませんが、 平和利用の担保

という観点から問題はないのでしょうか。 回収されるプルトニウムが平和の目的以外に使わ

れることはないということは、 確認されたのでしょうか。

（丸山氏）規制庁の丸山でございます。 お答えいたします。

これにつきましては、 まず、 国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協

定を締結している国ということで、 いわゆる協定の中身的にでございますけれども、 基本的

には、 この協定の中でいわゆる回収され、 又は副産物として生成された核物質は平和的、 非

爆発目的にのみ使用されるというような協定文がございます。 基本的にはこの協定に基づい

て行う結果になりますので、 平和利用については担保されているというふうに理解しており

ます。唸

（佐野委員）分かりました。 更に規制庁としては、 回収されたプルトニウムがどのような目的

で利用されているというふうな情報を得られているのか、 あるいは認識されているのか、 と

いう点をお伺いします。

（丸山氏）お答えいたします。

回収されたプルトニウムでございますが、 基本的には持ち帰るというところでございますが、

いかんせん、 まだ平和目的を前提に行うものでございますけれども、 しかしながら、 最終的

には、 具体的な利用方法については、 再処理を行うまでに決定するというふうに、 原子力機

構から聞いているところでございます。

（佐野委員）ありがとうございます。 以上です。

（岡委員長）私も、 今、 佐野委員から御発言あったように、 事務局から打合せの中でお伝えし

ていたかと思うのですが、 いわゆる政策的な平和利用、 プルトニウムをどうするかというこ

とと、 規制の規則上の平和利用は違うということを、 強く皆さんに認識していただく必要が

ある。 保障措置を守っていったらいいというふうに思っている方が大部分なのですが、 原子

力委員会を担当している平和利用、 政策的な平和利用はそれだけでは困る。 プルトニウム問

題は、 要するに核不拡散といいますか、 米国の国家としてのトッププライオリティーですけ

れども、 ナショナル・ セキュリティですね。 その中で核不拡散というのは一番重要な項目に

なっています。

そういう観点で、 日本がこの民生用のプルトニウムを利用するというところが、 世界の中
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我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方 

平成30年７月31日 

原子力委員会決定 

我が国の原子力利用は、原子力基本法にのっとり、「利用目的のないプルトニウ

ムは持たない」という原則を堅持し、厳に平和の目的に限り行われてきた。我が国

は、我が国のみならず最近の世界的な原子力利用をめぐる状況を俯瞰し、プルトニ

ウム利用を進めるに当たっては、国際社会と連携し、核不拡散の観点も重要視し、

平和利用に係る透明性を高めるため、下記方針に沿って取り組むこととする。 

記 

我が国は、上記の考え方に基づき、プルトニウム保有量を減少させる。プルトニ

ウム保有量は、以下の措置の実現に基づき、現在の水準を超えることはない。 

１． 再処理等の計画の認可（再処理等拠出金法）に当たっては、六ヶ所再処理工

場，ＭＯＸ燃料加工工場及びプルサーマルの稼働状況に応じて、プルサーマ

ルの着実な実施に必要な量だけ再処理が実施されるよう認可を行う。その上

で、生産されたＭＯＸ燃料については、事業者により時宜を失わずに確実に

消費されるよう指導し、それを確認する。 

２． プルトニウムの需給バランスを確保し、再処理から照射までのプルトニウム

保有量を必要最小限とし、再処理工場等の適切な運転に必要な水準まで減少

させるため、事業者に必要な指導を行い、実現に取り組む。 

３． 事業者間の連携・協力を促すこと等により、海外保有分のプルトニウムの着

実な削減に取り組む。 

４． 研究開発に利用されるプルトニウムについては、情勢の変化によって機動的

に対応することとしつつ、当面の使用方針が明確でない場合には、その利用

又は処分等の在り方について全てのオプションを検討する。 

５． 使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を着実に実施する。 

加えて、透明性を高める観点から、今後、電気事業者及び国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構(JAEA)は、プルトニウムの所有者、所有量及び利用目的を記載

した利用計画を改めて策定した上で、毎年度公表していくこととする。 

※六ヶ所再処理工場は２０２１年度上期、ＭＯＸ燃料加工工場は２０２２年度上期

に竣工を計画。

以上 

別添⑤_プルトニウム利用の基本的な考え方
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

JAEA のふげん使用済燃料の再処理に関する JAEA と ORANO RECYCLAGE 間の基本枠組契約 

（概要） 

１． 名称： 

GENERAL FRAMEWORK AGREEMENT between JAEA and ORANO RECYCLAGE relating to THE REPROCESSING 

OF JAEA’s FUGEN SPENT FUEL（略称：GFA） 

（和名）JAEA のふげん使用済燃料の再処理に関する JAEA と ORANO RECYCLAGE 間の基本枠組契約 

２． 目的： 

日本原子力研究開発機構（JAEA）の使用済燃料の輸送、再処理及び放射性廃棄物の保管・返還、及び付随する役

務を JAEA からフランスの ORANO RECYCLAGE 社に委託する枠組みを構築すること。 

３． 対象燃料： 

新型転換炉原型炉ふげん由来の使用済燃料 731 体（ふげんに 466 体、東海再処理施設に 265 体）。 

４． 使用済燃料の輸送予定時期： 

2023 年度～2026 年度 

５． 再処理の実施予定時期： 

2024 年度～2028 年度 

６． 発生する放射性廃棄物の扱い： 

放射性廃棄物の返還時期は、政府間協定※1で定めた時期※2である。 

７． 回収プルトニウムの扱い： 

JAEA から ORANO RECYCLAGE 社に譲渡される。 

８． 署名日： 

2022 年 3 月 31 日※3 

注記： 

※1 政府間協定とは、「日本国政府とフランス共和国政府との間の使用済燃料の輸送及び再処理、放射性廃棄物の返還等に関する交

換公文」を示す。 

引用：外務省ホームページ https://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/inec/page23_003874.html 

※2 政府間協定で定めた時期は 2042 年 3 月 31 日である。

※3 政府間協定が署名された 2022 年 6 月 15 日より発効となる。

以 上 
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物品役務等の随意契約に係る公表

根拠規程
特命クラ
イテリア

有無
公益法人
の区分

国所管、都道
府県所管の区

分

応札・応
募者数

随意契約によることとした根拠（企画
競争又は公募の実施の有無）

物品役務等の名称及び数量

契約を担当する者の氏
名並びにその所属する
組織の名称及び所在

地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称

契約相手方の住所 備考
予定価格
（査定価
格）

契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

２次的な汚染評価のための内表面積等の評価作業（令和
４年度）：1式

青木 寧 敦賀廃止措置
実証部門 敦賀廃止措置
実証本部 事業管理部長
福井県敦賀市木崎65号
20番地

令和4年6月23日 （株）ＮＥＳＩ
茨城県ひたちなか市新
光町３８

競争に付しても入札者
がないとき、再度の入
札をしても落札者がな
いとき及び落札者が契
約を結ばないとき【契
約事務規程第32条第1
項第7号】

7 無 ― 32,318,000 ― ―

除染廃棄物（草木類）の事前調査に関する実証試験業務：
1式

松本 尚也 契約部長
茨城県那珂郡東海村大
字舟石川765番地1

令和4年6月24日
原子力エンジニアリン
グ（株）

茨城県那珂郡東海村
村松字平原３１２９－２
９

競争に付しても入札者
がないとき、再度の入
札をしても落札者がな
いとき及び落札者が契
約を結ばないとき【契
約事務規程第32条第1
項第7号】

7 無 ― 199,100,000 ― ―

令和４年度 核物質防護設備の定期保守点検業務（再処
理施設周辺防護区域及び防護区域）：1式

松本 尚也 契約部長
茨城県那珂郡東海村大
字舟石川765番地1

令和4年6月24日
横河ソリューション
サービス（株）

東京都武蔵野市中町２
－９－３２

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

１-（３）② 無 ― 18,304,000 ― ―

流体解析ソフトウェアライセンスの取得：1式
松本 尚也 契約部長
茨城県那珂郡東海村大
字舟石川765番地1

令和4年6月24日

シーメンスＰＬＭソフト
ウェア・コンピューテイ
ショナル・ダイナミック
ス（株）

神奈川県横浜市港北
区新横浜２－３－１２

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

１-（２）③ 無 ― 4,070,000 ― ―

JAEAの使用済燃料の輸送及び再処理に関するJAEAと
ORANO RECYCLAGE間の履行契約：1式

松本 尚也 契約部長
茨城県那珂郡東海村大
字舟石川765番地1

令和4年6月24日 ＯｒａｎｏＲｅｃｙｃｌａｇｅ
１２５ Ａｖｅｎｕｅ ｄｅ Ｐ
ａｒｉｓ ９２３２０ Ｃｈａｔｉｌｌ
ｏｎ Ｆｒａｎｃｅ

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

１-（２）①
及び１-
（３）②

無 ― 37,691,972,340 ― ―

ANSYS CFD Premiumの期間ライセンスの取得：1式

中野 裕範 福島研究開
発部門 福島研究開発拠
点 福島事業管理部 管
理部長 福島県いわき市
平字大町7番地1

令和4年6月24日
アンシス・ジャパン
（株）

東京都新宿区西新宿６
－１０－１

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

１-（２）③ 無 ― 2,541,000 ― ―

「常陽」中性子計装設備及びロジック盤回路の基板の詳細
設計：1式

松本 尚也 契約部長
茨城県那珂郡東海村大
字舟石川765番地1

令和4年6月27日
東芝エネルギーシス
テムズ（株）

神奈川県川崎市幸区
堀川町７２－３４

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

― 有 ― 99,990,000 ― ―

非放射線源イオンモビリティスペクトロメトリー（IMS）装置
の点検作業：1式

江籠 誠 高速炉・新型炉
研究開発部門 大洗研究
所 管理部長 茨城県東
茨城郡大洗町成田町
4002番地

令和4年6月27日 （株）天満理化研究所
大阪府大阪市北区同
心２－１５－１８

契約の性質又は目的
が競争を許さないとき
【契約事務規程第32条
第1項第1号】

― 有 ― 1,848,000 ― ―
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令０５原機（ふ）１１３ 

令和５年７月２８日 

原子力規制委員会 殿

住 所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 
申 請 者 名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

代表者の氏名 理事長  小口 正範

（公印省略）

新型転換炉原型炉施設 原子炉設置変更許可申請書

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43 条の 3 の 8 第 1 項の

規定に基づき，下記のとおり新型転換炉原型炉施設の発電用原子炉設置変更許可の

申請をいたします。

記

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては，その代表者の氏名

氏名又は名称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

住    所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 
代表者の氏名  理事長  小口 正範

二 変更に係る工場又は事業所の名称及び所在地

名    称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

新型転換炉原型炉ふげん

所 在 地  福井県敦賀市明神町 3 番地 

別添⑨_新型転換炉原型炉施設　原子炉設置変更許可申請書



 

三 変更の内容 
  昭和 45 年 11 月 30 日付け 45 原第 7659 号をもって設置許可を受け，別紙 1 のと

おり設置変更許可を受け，また，届け出た新型転換炉原型炉施設の原子炉設置許可

申請書の記載事項に関し，次の事項の記載内容を別紙 2 のとおり変更する。 
  ・８．使用済燃料の処分の方法 
  
四 変更の理由 
  国外において使用済燃料の再処理を行う場合，再処理により回収される核燃料物

質及び放射性廃棄物の取扱いについて明確化するため。 

 

 



 

別紙１ 

 

変更許可等の経緯 

申請（届出）年月日 許可年月日 許可（届出）番号 備考 

昭和 45 年 3月 2日 

（昭和 45年 11月 9日一部訂正） 
昭和 45年 11月 30日 45原第 7659 号 新型転換炉原型炉「ふげん」の設置のため 

昭和 46 年 8月 9日 

（昭和 47年 1月 14日一部訂正） 
昭和 47年 2月 28日 47原第 1731 号 

新型転換炉原型炉「ふげん」の原子炉施設の変更 

（1 次冷却系ループ数,最高使用圧力及び温度,燃料体数

等の変更） 

昭和 48 年 9月 11日 

（昭和 49年 7月 20日一部訂正） 
昭和 49年 8月 31日 49原第 7136 号 

新型転換炉原型炉「ふげん」の原子炉施設の変更 

（プルトニウム燃料の同位体混合比,カランドリア管内

径及び肉厚,隔離冷却系ポンプ駆動方式,希ガスホールド

アップ装置等の変更） 

昭和 51 年 1月 29日 

（昭和 51年 6月 12日一部補正） 
昭和 51年 8月 20日 51安(原規)第 25号 

新型転換炉原型炉「ふげん」の原子炉施設の変更 

（特殊燃料体の追加,固体廃棄物貯蔵庫の新設及び新燃

料貯蔵設備の容量変更等） 

昭和 54 年 6月 25日 昭和 54年 9月 28日 54安(原規)第 109号 
新型転換炉ふげん発電所の原子炉施設の変更 

（使用済燃料貯蔵設備の変更） 

昭和 54 年 11月 16日 

(昭和 55年 2 月 7日一部補正

昭和 55年 3月 19日一部補正) 
昭和 55年 7月 7日 55安(原規)第 88号 

新型転換炉原型炉施設の変更 

（燃料集合体の濃縮度等の変更） 

 



 

 

申請（届出）年月日 許可年月日 許可（届出）番号 備考 

昭和 56 年 2月 6日 

（昭和 56年 3月 10日一部補正） 
昭和 57年 5月 24日 57安(原規)第 7号 

新型転換炉原型炉施設の変更 

（敷地の一部変更） 

昭和 57 年 12月 21日 昭和 58年 5月 20日 58安(原規)第 46号 
新型転換炉原型炉施設の変更 

（固体廃棄物貯蔵庫の増設） 

昭和 58 年 10月 21日 昭和 59年 3月 17日 59安(原規)第 28号 
新型転換炉原型炉施設の変更 

（照射用 36本燃料集合体の装荷） 

昭和 60 年 3月 26日 

（昭和 60年 6月 13日一部補正） 
昭和 60年 11月 25日 60安(原規)第 150号 

新型転換炉原型炉施設の変更 

（照射用セグメント燃料集合体の装荷） 

昭和 61 年 3月 31日 

（昭和 61年 6月 4日一部補正） 
昭和 61年 8月 7日 61安(原規)第 104号 

新型転換炉原型炉施設の変更 

（使用済イオン交換樹脂貯蔵タンクの増設,雑固体

廃棄物焼却設備の新設等） 

昭和 63 年 3月 1日 昭和 63年 9月 22日 63安(原規)第 300号 
新型転換炉原型炉施設の変更 

（照射用ガドリニア燃料集合体の装荷） 

【届出】 

平成 26 年 1月 7日 
－ 25原機(ふ)337 

変更届出 本文 9，10の追記 

（原子炉設置変更許可申請書添付書類 9，10 

の本文への記載） 

 

 

 

 



 

申請（届出）年月日 許可年月日 許可（届出）番号 備考 

平成 30 年 2月 28日 

（平成 30年 3月 13日一部補正） 
平成 30年 4月 25日 原規規発第 1804253号 

新型転換炉原型炉施設の変更 

（使用済燃料の処分の方法の変更） 

【届出】 

令和 2年 4月 22 日 
－ 令 02原機(ふ)024 

変更届出 本文 11，添付書類 11の追記 

（保安のための業務に係る品質管理に必要な体

制の整備に関する事項の本文への記載及び添付

書類 11への説明書の記載） 

現行添付書類 11を添付書類 12に変更 
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新型転換炉原型炉施設 原子炉設置変更許可申請書 
変更前後比較表 



新型転換炉原型炉施設 原子炉設置変更許可申請書 変更前後比較表 

注）変更後の下線は，変更事項に含まない。 
1 

変更前 変更後 備考 

 

8.使用済燃料の処分の方法 

使用済燃料は，国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協

定を締結している国の再処理事業者において全量再処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.使用済燃料の処分の方法 

使用済燃料は，国内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協

定を締結している国の再処理事業者において全量再処理を行う。 

国外において再処理を行う場合，再処理により回収される核燃料物質は，我

が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の許可を

有する原子力事業者に平和利用の目的のみに譲り渡す。また，再処理により発

生した放射性廃棄物は国内に持ち帰る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国外において再処理を行う場

合，再処理により回収される核燃

料物質及び放射性廃棄物の取扱

いについて明確化するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



E 

新型転換炉原型炉施設

廃止措置計画変更認可申請書

（完本版）

「ふげん」

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

敦賀廃止措置実証部門

新型転換炉原型炉ふげん
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